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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期 
第２四半期 
連結累計期間

第20期 
第２四半期 
連結累計期間

第19期

会計期間
自　2012年１月１日　
至　2012年６月30日

自　2013年１月１日　
至　2013年６月30日

自　2012年１月１日　
至　2012年12月31日

営業収益 (百万円)
186,508
(93,996)

186,993
(93,974)

376,835

税金等控除前利益 (百万円) 33,854 39,509 70,123

当社株主帰属四半期(当期)純利益 (百万円)
18,435
(8,413)

23,245
(11,901)

41,623

当社株主帰属四半期(当期)包括利益 (百万円) 18,621 23,761 42,574

当社株主帰属資本 (百万円) 439,154 469,433 454,547

総資産額 (百万円) 811,741 767,193 812,030

１株当たり当社株主帰属四半期
(当期)純利益

(円)
2,675.70
(1,225.13)

3,386.13
(1,733.61)

6,052.36

希薄化後１株当たり当社株主帰属四半期
(当期)純利益

(円) 2,674.93 3,385.18 6,050.64

自己資本比率 (％) 54.1 61.2 56.0

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 59,434 54,769 123,959

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △22,024 △16,126 △53,417

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △26,181 △65,821 △49,568

現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高(百万円) 101,108 83,675 110,853

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　当社は、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準(以下、「米国会計基準」という。)に基

づいて連結財務諸表を作成しております。

３　営業収益には消費税等は含まれておりません。

４　自己資本比率については、小数点第２位を四捨五入して記載しております。

５　第19期第２四半期連結累計期間の当社株主帰属資本に関連する項目は、修正再表示しております。

６　営業収益、当社株主帰属四半期(当期)純利益及び１株当たり当社株主帰属四半期(当期)純利益につきまし

ては、下段()内に、四半期連結会計期間に係る数値を記載しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更は

ありません。

なお、ＫＤＤＩ株式会社(以下、「KDDI」という。)並びに住友商事株式会社(以下、「住友商事」という。)

及びKDDIが同数の議決権を所有するＮＪ株式会社(以下、「NJ」という。また、KDDIとNJを併せて「公開買付

者ら」という。)が2013年２月27日より実施していました当社の普通株式及び新株予約権を対象とする公開

買付けが、2013年４月10日をもって終了いたしました。公開買付者らが2013年４月11日付で提出した公開買

付報告書によると、公開買付者らは、当社の普通株式1,197,794株及び新株予約権1,922個(当社普通株式に

換算した数 1,922株)を取得しました。これにより、KDDIの当社に対する総株主等の議決権に対する割合が

40％以上となるとともに、実質支配力基準により、KDDIは当社の親会社に該当することとなりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

はありません。

本報告書提出日現在、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」から重要な変更が

あった事項は以下のとおりであります。

2013年６月28日開催の当社臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会において、定款一部変更及び

当社による全部取得条項付普通株式の取得の決議が行われ、当社の普通株式は、東京証券取引所JASDAQ(ス

タンダード)が定める上場廃止基準により、2013年７月30日付で上場廃止となりました。これにより、前事業

年度の有価証券報告書に記載した「(4) 上場廃止のリスク」は消滅しております。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間においては、当社グループのケーブルテレビ事業及びメディア事業は、放送

・通信サービスに対するお客様のニーズの多様化や、従来の放送事業者に加えIPTVやOTT(オーバー・ザ

・トップ)(注１)等の新たな事業者が台頭するなど、大きな環境変化に直面しております。

このような環境の下、当社グループは競合を勝ち抜き、中長期の更なる発展を遂げるために、「収益の

拡大に向けた新たなチャレンジ」と「大胆なコスト構造改革」の二つを基本方針として掲げ、さまざま

な課題に積極的に取り組んでおります。

ケーブルテレビ事業では、「収益の拡大に向けた新たなチャレンジ」の最も重要な課題は、J:COMサー

ビスにご加入いただいている世帯も、ご加入いただいていない世帯も、「丸抱えして離さない」ことだと

考えております。このため、当社グループは「J:COM Everywhere」という基本戦略の下に、お客様の生活

をより便利に、より快適にする様々な新サービスの開発及び提供に注力しております。

この一環として、2012年３月より開始した「auスマートバリュー」(注２) や、同年９月に提供を開始

した「J:COM TV My style NEXT」」(注３) 等を利用した高速インターネット接続サービスを軸とした

パッケージサービスの提供や、ビデオ・オン・デマンド(VOD)の見放題サービス「J:COM オン デマンド 

メガパック」との組み合わせによる「Xvie(クロスヴィ)」サービスの利用促進等を図りました。

「Xvie(クロスヴィ)」は、いつでも、どこでも、様々な端末でVODサービスを楽しんでいただける「TV

Everywhere」型サービスであり、お客様の視聴スタイルの変化に即したサービスであります。

また、2013年２月14日より全サービスエリアで、「J:COM TV デジタル」及び「J:COM NET」の加入世帯

を対象に、「J:COMおまかせサポート」サービスの提供を開始いたしました。当サービスは、月額525円(税

込)で、テレビの配線や接続設定、パソコンやスマートフォン、タブレット端末の接続設定など、テレビや

インターネットの技術的な問題に関して、専用電話での対応、専門スタッフによるパソコンの遠隔操作サ

ポートに加え、無料または割引料金での訪問対応などのサービスを提供することにより、お客様に安心し

てサービスをご利用いただくことを目的としたサービスであります。
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さらに、当社グループでは新たな事業として、「マンション向け電力一括受電サービス」のトライアル

を2012年12月に東京都杉並区で開始いたしましたが、2013年４月18日より、関東１都５県（東京都、埼玉

県、神奈川県、千葉県、茨城県、群馬県）のサービスエリアの原則70世帯以上(世帯・設計など調査の上)の

規模の建物に対して、「J:COM電力」として同サービスの提供を開始いたしました。「J:COM電力」は、国

内電力事業会社から当社が電力の供給を受け、当社サービスエリア内のマンションに居住するお客様に、

従来の地域電力会社と契約するよりも安価な料金で電力を提供するものであります。

メディア事業では「収益の拡大に向けた新たなチャレンジ」として、当社グループ以外の全国のケー

ブルテレビ事業者向けに、IPプラットフォームをベースとしたVODサービス「milplus(みるプラス)」の

提供を開始いたしました。当第２四半期連結会計期間におきましては、三重県、滋賀県及び和歌山県の30

市町でケーブルテレビ事業を展開する株式会社ZTVによる「milplus」の採用が決定し、2013年８月１日

に同社の一部のサービスエリアのお客様を対象に提供を開始しております。「milplus」は当社と連結子

会社であるジュピターエンタテインメント株式会社が共同で開発したサービスで、視聴者はテレビ、パソ

コン、タブレット端末、スマートフォン等の様々なデバイスでスポーツLIVEや映画やアニメなどのコンテ

ンツを利用することができます。また、当社グループのVODシステムを導入することにより、ケーブルテレ

ビ事業者は多額の開発費用をかけることなく、マルチデバイスに対応したVODサービスの提供に加え、業

界のインターフェース標準規格「TV Everywhereサービス運用仕様JLabs SPEC-026 1.0版」の採用によ

り、顧客情報の管理やサービスメニューを自社で設計することができる自由度の高いサービスの展開が

可能となります。

これらの「収益の拡大に向けた新たなチャレンジ」を支えるため、「大胆なコスト構造改革」にも取

り組んでおります。その一環として、当社グループは昨年度に着手した本社機能のスリム化を一層推進す

るとともに、全国の技術センターやカスタマーセンター、オペレーションセンターの業務の効率化及び資

機材等の集中購買を図っております。

　

以上の施策の結果、当第２四半期連結会計期間末における総加入世帯数(いずれか１つ以上のサービス

に加入している世帯数は、前年同期末の3,688千世帯から94千世帯(2.6％)増加し、3,782千世帯となりま

した。サービス別では、ケーブルテレビサービスの加入世帯数は、前年同期末の3,099千世帯から14千世帯

(0.4％)増加し、3,113千世帯となりました。高速インターネット接続サービス及び電話サービスの加入世

帯数は、前年同期末の1,902千世帯、2,361千世帯からそれぞれ152千世帯(8.0％)、209千世帯(8.8％)増加

し、2,054千世帯、2,570千世帯となりました。　

これにより、ケーブルテレビ、高速インターネット接続及び電話の３サービス合計提供数は、前年同期

末の7,362千から、374千(5.1％)増加の7,736千となり、１加入世帯当たりの平均提供サービス数は、前年

同期末の2.00から0.05ポイント上昇の2.05となりました。当第２四半期連結累計期間の加入世帯当たり

月次平均収益(Average Revenue Per Unit、以下、「ARPU」という。)は、「J:COM TV My style NEXT」や

「お得プラン」など価格競争力のある商品への加入が増加したことにより、前年同期の7,377円から113

円減少の7,264円となりました。　
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当第２四半期連結累計期間の営業収益は、前年同期の186,508百万円から485百万円(0.3％)増加の

186,993百万円となりました。

うち利用料収入は、前年同期の155,993百万円から1,381百万円(0.9％)増加の157,374百万円となりま

した。サービス別の利用料収入は、ケーブルテレビサービスが、前年同期の83,949百万円から469百万円

(0.6％)減少の83,480百万円、高速インターネット接続サービスが、前年同期の46,282百万円から1,942百

万円(4.2％)増加の48,224百万円、電話サービスは、前年同期の25,762百万円から92百万円(0.4％)減少の

25,670百万円となりました。ケーブルテレビサービスにつきましては、前第２四半期連結会計期間末から

加入世帯数は増加しているものの、「J:COM TV My style NEXT」や「お得プラン」等の割安な長期契約

プランの加入比率の上昇によるARPUの低下に伴い、利用料収入は減少いたしました。一方、高速インター

ネット接続サービスにつきましては、ケーブルテレビサービスと同様のARPUの低下があるものの、加入世

帯数が増加したことに伴い利用料収入は増加いたしました。電話サービスにつきましては、無料通話対象

の拡大等による通話料の減少によるものであります。　

また、営業収益―その他は、前年同期の30,515百万円から896百万円(2.9％)減少の29,619百万円となり

ました。主な減少要因は工事収入が減少したことなどによるものであります。

営業費用は、番組・その他営業費用が前年同期の73,725百万円から2,543百万円(3.4％)減少の71,182

百万円となりました。これは、工事費用及び電話サービスに関連する費用が減少したことなどによるもの

であります。販売費及び一般管理費は、前年同期の37,585百万円から59百万円(0.2％)増加の37,644百万

円となりました。減価償却費は、前年同期の40,935百万円から386百万円(0.9％)減少の40,549百万円とな

りました。これは、資産化された引込宅内工事費等の耐用年数変更に伴い、一部の資産について第１四半

期連結会計期間に費用処理したものの、償却満了となった資産が増加したことなどによるものでありま

す。

以上の結果、営業利益は前年同期の34,263百万円から3,355百万円(9.8％)増加の37,618百万円となり

ました。

税金等控除前利益は、前年同期の33,854百万円から5,655百万円(16.7％)増加の39,509百万円となりま

した。これは、営業利益の増加及び当社の持分法適用会社であるディスカバリー・ジャパン株式会社の株

式を一部売却したことにより関連会社株式売却益が発生したことによるものであります。当社株主帰属

四半期純利益は、前年同期の18,435百万円から4,810百万円(26.1％)増加の23,245百万円となりました。

　
(注) １　ブロードバンドインターネットを通じて直接端末に映像を配信するサービス。

２　当社グループの高速インターネット接続サービス及び電話サービスとの組み合わせで、auスマートフォン

の利用料が割引になるパッケージサービス。

３　従来の「J:COM TV My style」が、専門チャンネルの番組をビデオ・オン・デマンド(VOD)を通じて配信す

るのに対し、「J:COM TV My style NEXT」はあらかじめ決められた番組表どおりに番組が放送される、リ

ニア型の多チャンネル放送サービスを提供するサービス。具体的には、地上デジタル放送・BSデジタル放

送に加え、各５つの専門チャンネルで構成する３つのジャンル(Ａ「映画・ドキュメンタリー」、Ｂ「ドラ

マ」、Ｃ「アニメ・音楽」)からひとつを選択していただき、高速インターネット接続や電話サービスと組

み合わせてご利用いただくパッケージサービス。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末の812,030百万円から44,837百万円

減少し、767,193百万円となりました。これは、現金及び現金同等物の減少、並びに有形固定資産及び識別

可能な無形固定資産が減価償却により減少したことなどによるものであります。

負債合計は、主に長期借入金及びリース債務が減少したことにより、前連結会計年度末の329,419百万

円から58,249百万円減少し、271,170百万円となりました。

当社株主帰属資本は、前連結会計年度末の454,547百万円から14,886百万円増加し、469,433百万円とな

りました。これは、配当金の支払いがあったものの、当社株主帰属四半期純利益により利益剰余金が増加

したことによるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、営業活動の結

果得られた資金額54,769百万円、投資活動で支出した資金額16,126百万円及び財務活動で支出した資金

額65,821百万円により、前連結会計年度末の110,853百万円から27,178百万円減少し、83,675百万円とな

りました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は54,769百万円で、前年同期の59,434百万円に比べ4,665百万円の減少

となりました。これは営業利益が増加したものの、法人税等の支払が増加したことによるものでありま

す。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動に使用した資金は16,126百万円で、前年同期の22,024百万円の使用に比べ5,898百万円の減

少となりました。これは、資本的支出の減少及び関連会社株式の売却による収入が発生したことによる

ものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動に使用した資金は65,821百万円で、前年同期の26,181百万円の使用に比べ39,640百万円の

増加となりました。これは、長期借入金の元本支払いが増加したことによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

Ａ種種類株式 15,000,000

計 20,000,000

　
(注) １  2013年６月28日開催の当社臨時株主総会において、定款の一部変更を行い、当社の発行可能株式総数は普通

株式15,000,000株、Ａ種種類株式15,000,000株となりました。

２  発行可能株式総数と種類別の発行可能株式総数の合計との一致については会社法上要求されていないた

め、発行可能株式総数は20,000,000株と定めております。

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2013年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2013年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,947,813 6,947,813非上場 (注) １
権利内容に何ら限定のない
当社における標準的な株式
(注) ２、３、５

Ａ種種類株式 ― 9 非上場 (注) ２、３、４、５、６、７

計 6,947,813 6,947,822 ― ―

(注) １　2013年６月28日開催の当社臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会において、定款一部変更及び当社

による全部取得条項付普通株式の取得の決議が行われ、当社の普通株式は、東京証券取引所JASDAQ(スタン

ダード)が定める上場廃止基準により、2013年７月30日付で上場廃止となりました。

２　単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３　2013年６月28日開催の当社臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会において承認可決された定款一

部変更及び当社による全部取得条項付普通株式の取得の決議の概要は以下のとおりであります。

①　当社の定款の一部を変更して、普通株式及び優先株式とは別の、Ａ種種類株式を発行することができる

旨の定めを設けます(以下、「手続①」という。)。

②　手続①による変更後の当社の定款の一部を更に変更して、当社の発行する全ての普通株式に全部取得条

項(会社法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めをいいます。以下、同じとする。)を付す

旨の定めを設けます(全部取得条項が付された後の当社普通株式を、以下、「全部取得条項付普通株

式」という。)。なお、全部取得条項付普通株式の内容として、当社が株主総会の特別決議によってその

全部(当社が保有する自己株式を除きます。以下、同じとする。)を取得する場合においては、全部取得条

項付普通株式１株と引き換えに、Ａ種種類株式を694,478分の１株の割合をもって交付する旨の定めを

設けます(以下、「手続②」という。)。

③　会社法第171条第１項並びに手続①及び手続②による変更後の当社の定款に基づき、株主総会の特別決

議によって、当社が全部取得条項付普通株式の全部を取得し、当該取得と引き換えに、当社を除く全部

取得条項付普通株式の株主に対して、取得対価として、その保有する全部取得条項付普通株式１株につ

きＡ種種類株式694,478分の１株の割合をもって交付いたします。なお、住友商事及びKDDI以外の各株

主に対して取得対価として交付されるＡ種種類株式の数は、１株未満の端数となります。また、交付さ

れるＡ種種類株式が１株未満となる各株主につきましては、会社法第234条その他の関係法令の定めに

従って、最終的には金銭が交付されることとなります(以下、「手続③」という。)。
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４　Ａ種種類株式の端数につきましては、その合計数(会社法第234条第１項の規定により、その合計数に１株に

満たない端数がある場合には、当該端数は切り捨てられます。)に相当する数のＡ種種類株式を、会社法第

234条の規定に従って売却し、当該売却により得られた代金を、全部取得条項付普通株主に対し、その保有す

る端数に応じて交付することを予定しております。かかる売却手続に関し、当社は、会社法第234条第２項の

規定に基づき、裁判所の許可を得て、Ａ種種類株式を住友商事及びKDDIが同数の議決権を保有するNJに売却

することを予定しております。

５　手続①の効力発生日は2013年６月28日であり、手続②及び手続③の効力発生日は2013年８月２日でありま

す。

６　Ａ種種類株式の内容は、以下のとおりであります。

当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種種類株式を有する株主(以下、「Ａ種株主」という。)又はＡ種種

類株式の登録株式質権者(以下、「Ａ種登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下、

「普通株主」という。)又は普通株式の登録株式質権者(以下、「普通登録株式質権者」という。)に先立ち、

Ａ種種類株式１株につき１円(以下、「Ａ種残余財産分配額」という。)を支払います。Ａ種株主又はＡ種登

録株式質権者に対してＡ種残余財産分配額が分配された後、普通株主又は普通登録株式質権者に対して残

余財産の分配をする場合には、Ａ種株主又はＡ種登録株式質権者は、Ａ種種類株式１株当たり、普通株式１

株当たりの残余財産分配額と同額の残余財産の分配を受けることになります。

７　Ａ種種類株式について、会社法第322条第２項に関する定款の定めはありません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2013年６月30日 ― 6,947,813 ― 117,550 ― 31,690

(注)　2013年８月２日付の定款変更により、従来の普通株式を全部取得条項付普通株式に変更するとともに、全部取得

条項付普通株式１株と引き換えに、Ａ種種類株式を694,478分の１株の割合をもって交付いたしました。これに

より、発行済株式総数が９株増加しております。
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(6) 【大株主の状況】

2013年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ＫＤＤＩ株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目３-２ 2,777,912 39.98

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８-11 2,777,912 39.98

ＮＪ株式会社 東京都千代田区飯田橋３丁目10-10 553,679 7.96

みずほ信託銀行株式会社
有価証券管理信託0700117 (注)３,４

東京都中央区八重洲１丁目２番１ 152,904 2.20

THE CHASE MANHATTAN BANK, N.A.
LONDON SECS LENDING OMNIBUS ACCOUNT
(常任代理人　株式会社みずほコーポ
レート銀行決済営業部) (注)５

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD, ENGLAND
(東京都中央区月島４丁目16-13)

102,579 1.47

ATOV LTD
(常任代理人　ゴールドマン・サックス
証券株式会社)

MAPLES CORPORATE SERVICES LTD PO BOX
309, UGLAND HOUSE SOUTH CHURCH ST,
GRAND CAYMAN KY1-1104, CAYMAN ISLANDS
(東京都港区六本木６丁目10番１号六本木ヒ
ルズ森タワー)

81,700 1.17

OWL CREEK OVERSEAS FUND, LTD
(常任代理人　香港上海銀行東京支店カ
ストディ業務部)

CITCO FUND SERVICES(CAYMAN ISLANDS)
LTD., CORPORATE CENTRE, WEST BAY ROAD,
P.O. BOX 31106 SMB, GRAND CAYMAN,
CAYMAN ISLANDS
(東京都中央区日本橋３丁目11-１)

75,653 1.08

UBS SECURITIES LLC-HFS CUSTOMER
SEGREGATED ACCOUNT
(常任代理人　シティバンク銀行株式
会社)

677 WASHINGTON BLVD. STAMFORD,
CONNECTICUT 06901 USA
(東京都品川区東品川２丁目３-14)

41,412 0.59

SENRIGAN MASTER FUND
(常任代理人　クレディ・スイス証券株
式会社)

PO BOX 309, UGLAND HOUSE, GRAND CAYMAN,
CAYMAN ISLANDS KY1 1104
(東京都港区六本木１丁目６番１号泉ガーデ
ンタワー)

35,502 0.51

OWL CREEK II, L.P.
(常任代理人　香港上海銀行東京支店カ
ストディ業務部)

615 SOUTH DUPOINT HIGHWAY, DOVER,
DELAWARE 19901, USA
(東京都中央区日本橋３丁目11-１)

33,058 0.47

計 ― 6,632,311 95.45

(注) １　所有割合においては、表示単位未満は切り捨てて表示しております。

２　上記のほか当社所有の自己株式83,168株(当四半期末発行済株式総数に対する所有割合1.19％)があります。

３　みずほ信託銀行株式会社が所有する株式はすべて信託業務にかかる株式であります。

４　みずほ信託銀行株式会社が所有する当社株式152,904株は、KDDIとの有価証券管理信託契約に基づくものであ

ります。当該契約では、①KDDIは議決権その他の権利を行使または指図する権限を有さず、投資をするのに必

要な権限または指図する権限を有しないこと、②みずほ信託銀行株式会社が認める一定の場合に限り、信託元

本の全部または一部の解約が行われ、信託株式が返還されることがあること等が定められております。

５　株式会社みずほコーポレート銀行は、2013年７月１日に株式会社みずほ銀行に商号変更されております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2013年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準的な株式

普通株式

83,168

完全議決権株式(その他)
普通株式 　 権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準的な株式6,864,645 6,864,645

単元未満株式　 ― ― ―

発行済株式総数 6,947,813― ―

総株主の議決権 ― 6,864,645 ―

　

② 【自己株式等】

2013年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ジュピターテレコム

東京都千代田区丸の内
一丁目８番１号

83,168 ― 83,168 1.19

計 ― 83,168 ― 83,168 1.19

    　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

(1) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役 経営管理部門長 専務取締役
経営管理部門長

兼
財務・経理本部長

青　木　智　也 2013年４月１日

専務取締役 ケーブルTV事業部門長 専務取締役
ケーブルTV事業部門長

兼
事業企画室長

福　田　峰　夫 2013年４月１日

取締役
メディア事業部門長

兼
メディア戦略本部長

取締役
メディア事業部門長

兼
チャンネル営業本部長

加　藤　　　徹 2013年４月１日

取締役
ケーブルTV事業部門長補佐

兼
関西統括本部長

取締役
ケーブルTV事業部門長補佐

兼
関西本部長

中　井　芳　紀 2013年４月１日

会長
代表取締役

　
副社長
代表取締役

　 牧　　　俊　夫 2013年４月17日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)第95条の規定により、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準による

用語、様式及び作成方法に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表の金額の表示は、百万円未満を四捨五入して記載しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2013年４月１日か

ら2013年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2013年１月１日から2013年６月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

　
注記
番号

前連結会計年度末
(2012年12月31日)

当第２四半期連結会計期間末
(2013年６月30日)

流動資産： 　 　 　

　現金及び現金同等物 　 110,853 83,675

　売掛金 　 16,149 14,462

　貸倒引当金 　 △473 △469

　繰延税金資産(短期) 　 6,902 5,796

　前払費用及びその他の流動資産 　 7,537 11,990

　　　流動資産合計 　 140,968 115,454

投資： 　 　 　

　関連会社への投資 ※５ 10,095 8,440

　その他有価証券－取得原価 　 2,060 2,064

　　　投資合計 　 12,155 10,504

有形固定資産－取得原価： ※８ 　 　

　土地 　 4,185 4,298

　伝送システム及び設備 　 732,660 712,318

　補助設備及び建物 　 73,119 77,379

　 　 809,964 793,995

　控除：減価償却累計額 ※３ △462,913 △462,506

　　　有形固定資産合計 　 347,051 331,489

その他資産： 　 　 　

　のれん ※６ 253,079 253,079

　識別可能な無形固定資産－純額 ※６ 33,621 31,224

　繰延税金資産(長期) 　 6,678 6,991

　その他 　 18,478 18,452

　　　その他資産合計 　 311,856 309,746

　　　資産合計 　 812,030 767,193
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(単位：百万円)

　
注記
番号

前連結会計年度末
(2012年12月31日)

当第２四半期連結会計期間末
(2013年６月30日)

流動負債： 　 　 　

　短期借入金 ※７ 5,061 3,737

　長期借入金－１年以内返済予定分 ※７,９ 69,847 54,574

　社債－１年以内償還予定分 ※７,９ ― 10,000

　キャピタルリース債務
　　－１年以内支払予定分：

※８ 　 　

　  関連当事者債務 　 13,625 12,391

　　その他 　 878 810

　買掛金 　 27,407 28,544

　未払法人税等 　 16,298 13,371

  関連当事者預り金 　 268 268

　繰延収益－１年以内実現予定分 　 7,865 7,874

　未払費用及びその他負債 　 11,117 10,648

　　　流動負債合計 　 152,366 142,217

長期借入金－１年以内返済予定分控除後 ※７,９ 48,262 18,543

社債－１年以内償還予定分控除後 ※７,９ 10,000 ―

キャピタルリース債務
　－１年以内支払予定分控除後：

※８ 　 　

　　関連当事者債務 　 25,974 22,217

　  その他 　 3,677 3,432

繰延収益 　 52,665 49,547

繰延税金負債(長期) 　 10,845 9,934

その他負債 　 25,630 25,280

　　　負債合計 　 329,419 271,170

契約及び偶発債務 ※13 　 　

資本： 　 　 　

　資本金－無額面普通株式 　 117,550 117,550

　 授権株式数：     　　 15,000,000株　 　 　

　 発行済株式数: 　 　 　

    2013年６月30日現在　　6,947,813株　 　 　

　　2012年12月31日現在　　6,947,813株　 　 　

　資本剰余金 　 226,377 226,084

　利益剰余金 　 117,592 132,255

　その他包括利益(損失)累計額 ※10 118 634

　自己株式 　 △7,090 △7,090

　 自己株式数： 　 　 　

　　2013年６月30日現在　 　　83,168株　 　 　

　　2012年12月31日現在 　　　83,168株　 　 　

　　　当社株主帰属資本合計 　 454,547 469,433

　非支配持分資本 　 28,064 26,590

　　　資本合計 　 482,611 496,023

　　　負債及び資本合計 　 812,030 767,193
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】
　【第２四半期連結累計期間】

　

　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
(自　2012年１月１日
  至　2012年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2013年１月１日
  至　2013年６月30日)

営業収益： 　 　 　

　利用料収入 　 155,993 157,374

　その他 　 30,515 29,619

   営業収益合計 　 186,508 186,993

営業費用： 　 　 　

　番組・その他営業費用　 ※８ △73,725 △71,182

　販売費及び一般管理費 ※８ △37,585 △37,644

　減価償却費 ※３,６ △40,935 △40,549

   営業費用合計 　 △152,245 △149,375

　　営業利益 　 34,263 37,618

その他の収益(費用)： 　 　 　

　支払利息－純額： 　 　 　

　　関連当事者に対するもの　 　 △607 △445

　　その他 　 △1,319 △730

  持分法投資利益 ※５ 524 559

  関連会社株式売却益 　 ― 2,477

　その他の収益(費用)－純額 　 993 30

　　税金等控除前利益 　 33,854 39,509

法人税等 　 △14,113 △14,833

    四半期純利益 　 19,741 24,676

控除：非支配持分帰属四半期純利益 　 △1,306 △1,431

当社株主帰属四半期純利益 　 18,435 23,245

　 　 　 　

１株当たり当社株主帰属四半期純利益： 　 　 　
   －基本的 　 2,675.70円 3,386.13円

　 －希薄化後 　 2,674.93円 3,385.18円

加重平均発行済普通株式数： 　 　 　

 　－基本的 　 6,889,838株 6,864,645株

 　－希薄化後 　 6,891,835株 6,866,567株

　 　 　 　

四半期純利益 　 19,741 24,676

その他包括利益(損失) ※10 　 　

  キャッシュ・フロー・ヘッジ未実現利益(損失)　 11 534

  為替換算調整額 　 ― 61

  四半期純利益への組替修正額 　 200 △48

   その他包括利益(損失)－純額 　 211 547

    四半期包括利益 　 19,952 25,223

控除：非支配持分帰属四半期包括利益 　 △1,331 △1,462

当社株主帰属四半期包括利益 　 18,621 23,761
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　【第２四半期連結会計期間】

　

　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
(自　2012年４月１日
  至　2012年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　2013年４月１日
  至　2013年６月30日)

営業収益： 　 　 　

　利用料収入 　 77,941 78,704

　その他 　 16,055 15,270

   営業収益合計 　 93,996 93,974

営業費用： 　 　 　

　番組・その他営業費用　 ※８ △38,010 △36,592

　販売費及び一般管理費 ※８ △19,646 △19,162

　減価償却費 ※３,６ △20,553 △17,418

   営業費用合計 　 △78,209 △73,172

　　営業利益 　 15,787 20,802

その他の収益(費用)： 　 　 　

　支払利息－純額： 　 　 　

　　関連当事者に対するもの　 　 △291 △213

　　その他 　 △649 △212

持分法投資利益 ※５ 281 306

　その他の収益(費用)－純額 　 35 △51

　　税金等控除前利益 　 15,163 20,632

法人税等 　 △6,222 △7,988

    四半期純利益 　 8,941 12,644

控除：非支配持分帰属四半期純利益 　 △528 △743

当社株主帰属四半期純利益 　 8,413 11,901

　 　 　 　

１株当たり当社株主帰属四半期純利益： 　 　 　
   －基本的 　 1,225.13円 1,733.61円

　 －希薄化後 　 1,224.70円 1,733.12円

加重平均発行済普通株式数： 　 　 　

 　－基本的 　 6,867,321株 6,864,645株

 　－希薄化後 　 6,869,704株 6,866,567株

　 　 　 　

四半期純利益 　 8,941 12,644

その他包括利益(損失) 　 　 　

  キャッシュ・フロー・ヘッジ未実現利益(損失)　 △153 289

  為替換算調整額 　 ― 18

  四半期純利益への組替修正額 　 97 △11

   その他包括利益(損失)－純額 　 △56 296

    四半期包括利益 　 8,885 12,940

控除：非支配持分帰属四半期包括利益 　 △516 △746

当社株主帰属四半期包括利益 　 8,369 12,194
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

　

　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
(自　2012年１月１日
至　2012年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2013年１月１日
　至　2013年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

四半期純利益 　 19,741 24,676

四半期純利益を営業活動による現金の増加(純額)
に調整するための修正

　 　 　

減価償却費 ※３ 40,935 40,549

持分法投資利益 　 △524 △559

関連会社株式売却益 　 ― △2,477

関連会社からの受取配当金 　 468 89

株式報酬費用 　 50 ―

繰延税額 　 △336 △341

資産・負債の増減(企業結合を除く)： 　 　 　

売掛金の増加(△)又は減少 　 5,406 1,683

前払費用及びその他資産の増加(△)又は減少※４ △3,986 △3,767

買掛金の増加又は減少(△) 　 △2,670 1,386

未払法人税等の増加又は減少(△) 　 2,265 △2,927

未払費用及びその他負債の増加又は減少(△)　 1,558 △667

繰延収益の増加又は減少(△) 　 △2,556 △3,109

その他 　 △917 233

計 　 59,434 54,769

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

資本的支出 　 △22,167 △20,552

新規子会社の取得－取得した現金との純額 　 564 ―

関連会社株式の売却による収入 　 ― 4,422

その他の投資活動 　 △421 4

計 　 △22,024 △16,126

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

自己株式の取得による支出 　 △5,000 ―

子会社株式追加取得による支出 　 △269 △3,079

短期借入金の増加又は減少(△)－純額 ※７ △33 △1,324

長期借入金の元本支払 ※７ △5,624 △44,992

キャピタルリース債務の元本支払 ※８ △9,286 △7,958

配当金の支払 ※11 △6,233 △8,581

その他の財務活動 　 264 113

計 　 △26,181 △65,821

現金及び現金同等物の増減－純額 　 11,229 △27,178

現金及び現金同等物の期首残高 　 89,879 110,853

現金及び現金同等物の四半期末残高 　 101,108 83,675
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四半期連結財務諸表注記

　

１　会計処理の原則及び手続き並びに四半期連結財務諸表の表示方法

この四半期連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準(以下、「米国会

計基準」という。)に準拠して作成されております。

当社は、改正前の1934年米国証券取引所法施行規則12g3-2(b)に基づく申請を米国証券取引委員会に対し

て行っており、改正後の同規則に基づき米国会計基準に準拠した連結財務諸表及びその他の開示書類を作

成し、開示しております。

当社グループが採用する会計処理の原則及び手続き並びに連結財務諸表の表示方法のうち、我が国にお

ける会計処理の原則及び手続き並びに表示方法と異なるもので、主要なものは以下のとおりであります。

　

(１) ケーブルテレビシステムの収益及び費用

ケーブルテレビシステムの工事と運営に係る収益及び費用について、米国財務会計基準審議会会計基

準編纂書(Accounting Standards Codification、以下、「ASC」という。)922「エンターテインメント－

ケーブルテレビ」に従って会計処理しております。収益につきましては、加入者の新規設置料は当該サー

ビスが提供された期に直接販売コストの範囲内で計上しております。それ以外の部分は繰り延べ、加入者

がケーブルテレビサービスを継続すると見積もられる平均期間に亘って認識いたします。過去より、新規

設置料は直接販売コストよりも金額が小さく、従ってこのような収益は設置が完了した期に認識してお

ります。一方、費用につきましては、新しいケーブル放送設備・分配線設備の工事費用及びケーブルサー

ビスの設置費用を資産化しております。資産化される工事費用及び設置費用には材料費、労務費及び関連

する間接費が含まれます。資産化される設置費用には加入者宅と当社グループのネットワークを繋ぐ初

期の接続にかかる費用、引込線の交換にかかる費用、デジタル付加価値サービス、インターネット、電話等

のサービスの追加により発生する費用が含まれます。一方、既に引込線が存在する加入者宅に対する再接

続にかかる工事費用、サービスの停止及び引込線の修理・維持に係る費用については発生した期に費用

計上しております。

　

(２) 企業結合

企業結合については、ASC805「企業結合」に基づき取得法により処理しております。また、ASC350「無

形資産－のれん及びその他」に基づき、のれん及び耐用年数が確定できない無形固定資産は償却をせず、

年１回及び減損の兆候が発生した時点で減損テストを行っております。

　

(３) 法人税等

繰延税金は、ASC740「法人所得税」に従い、資産負債法に基づき繰延税金資産及び負債を計上し、繰延

税金資産については将来の回収可能性を評価しております。また、法人所得税の不確実な税務ポジション

に関する規定により、申告書上選択した税務ポジションが税務当局の調査を経た後も申告通りに維持さ

れる可能性が高い場合に税務ベネフィットを認識し、可能性が低い場合には税務コストを計上しており

ます。

　

２　会計基準の変更 

米国財務会計基準審議会(Financial Accounting Standards Board、以下、「FASB」という。)は、2013年２

月に、会計基準の改正(Accounting Standards Update、以下、「ASU」という。)2013-02「その他の包括利益

累計額から振り替えられた金額の表示」を公表しました。ASU2013-02では、その他の包括利益(損失)累計額

から振り替えた金額について構成要素ごとに開示することを要求しております。当社グループは第１四半

期連結会計期間より同基準を適用しておりますが、同基準は開示に係る規定であるため、経営成績及び財政

状態への影響はありません。
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３　会計上の見積りの変更

第１四半期連結会計期間より、当社グループは有形固定資産の使用状況(平均加入期間等)を基に、主に資

産化された戸建住宅向けの引込宅内工事費用の耐用年数を10年から15年、資産化された集合住宅向けの引

込工事費用を10年から17年及び資産化された集合住宅向けの宅内工事費用を10年から５年に変更しており

ます。

当社グループは、有形固定資産の使用形態をより適切に反映し、また、原価配分をより適切に反映する合

理的な変更であると判断しております。

なお、この変更はASC250「会計上の変更及び誤謬の修正」に準拠し、会計上の見積りの変更となっており

ます。従って、変更による影響は将来にわたって計上されることとなります。資産化された集合住宅向けの

宅内工事費用において、前連結会計年度末時点で償却期間が５年以上経過している場合、その未償却分につ

いては、第１四半期連結会計期間に費用処理しております。

これにより、従来の方法と比較して、当第２四半期連結累計期間の税金等控除前利益及び当社株主帰属四

半期純利益はそれぞれ2,193百万円、1,251百万円減少しており、また、基本的１株当たり当社株主帰属四半

期純利益及び希薄化後１株当たり当社株主帰属四半期純利益も、それぞれ182.28円、182.23円減少しており

ます。

　

４　組替表示

現在の表記に合わせるため、過去の一部の金額の組み替えをおこなっております。

　

５　関連会社への投資

関連会社は主に番組供給関連事業及びケーブルテレビ関連事業を行っております。

当第２四半期連結会計期間末現在の持分割合は以下のとおりであります。

　
会社名 持分割合

ジュピターサテライト放送㈱ 50.00％

日本デジタル配信㈱ 37.37％

㈱AXNジャパン 35.00％

㈱インタラクティーヴィ 32.50％

オープンワイヤレスプラットホーム(同) 32.22％

ディスカバリー・ジャパン㈱ 20.00％

グリーンシティケーブルテレビ㈱ 20.00％

㈱メディアクリエイト 20.00％

　

これらの関連会社投資の帳簿価額の中には、当該関連会社の純資産を当社の保有する株式投資の取得原

価が超過した部分である未償却ののれんを、前連結会計年度末において3,000百万円、当第２四半期連結会

計期間末現在において2,019百万円含んでおります。また、他に識別可能な無形固定資産を含んでおり、見積

り耐用年数17年と19年で償却しております。

　

６　のれん及び無形固定資産

のれん

のれんの帳簿価額の変動は以下のとおりであります。

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

　 前連結会計年度
自 2012年１月１日 
至 2012年12月31日

　 当第２四半期連結累計期間
自 2013年１月１日
至 2013年６月30日

のれん－期首残高 ………………………　 253,079　 253,079

のれん－期中取得高 ……………………　 ― 　 ―

のれん－期末残高 ………………………　 253,079　 253,079

　

EDINET提出書類

株式会社ジュピターテレコム(E04475)

四半期報告書

19/26



　

識別可能な無形固定資産

識別可能な無形固定資産は、顧客関連資産、番組供給関連資産に係る無形固定資産及び商標権でありま

す。これらは子会社取得時に当該子会社の既存顧客、番組及び番組ブランドから将来的にもたらされる経

済価値及びブランド名を評価した無形固定資産であります。顧客関連資産は10年、番組供給関連資産は17

年、商標権は10年に亘り定額法によりそれぞれ償却しております。これらの無形固定資産は、定期的に

ASC350「無形資産－のれん及びその他」に基づきその価値を評価しております。

前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末現在、当社グループの識別可能な無形固定資産の

残高はそれぞれ以下のとおりであります。

　 　 　 　  (単位：百万円)

前連結会計年度末 　 取得原価 　 償却累計額 　 期末残高-純額

顧客関連資産 ………………………………… 　 31,101　 △18,155　 12,946

番組供給関連資産 …………………………… 　 27,641　 △7,134　 20,507

商標権 ………………………………………… 　 240　 △72　 168

合計 …………………………………………… 　 58,982　 △25,361　 33,621

　

　 　 　

当第２四半期連結会計期間末 　 取得原価 　 償却累計額 　 期末残高-純額

顧客関連資産 ………………………………… 　 31,101　 △19,726　 11,375

番組供給関連資産 …………………………… 　 27,641　 △7,948　 19,693

商標権 ………………………………………… 　 240　 △84　 156

合計 …………………………………………… 　 58,982　 △27,758　 31,224

　

識別可能な無形固定資産の償却費は、前第２四半期連結累計期間において2,396百万円、当第２四半期

連結累計期間において2,397百万円、前第２四半期連結会計期間においては1,198百万円、当第２四半期連

結会計期間においては1,199百万円であります。

　

７　借入金及び社債　

借入金及び社債の概要は以下のとおりとなっております。

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
　 　

前連結会計年度末
2012年12月31日

　 当第２四半期連結会計期間末
2013年６月30日

<借入金>短期借入金 　 　 　
　   2012年 変動利率0.48％-0.68％

…………… 5,061
　

3,737
　   2013年 変動利率0.45％-0.65％ 　

　 タームローンによる借入金 　 　 　

　 　満期 2013-2016年、金利0.38％-2.05％  … 113,000　 69,000

　 日本政策投資銀行からの有担保借入金 　 　 　

　   満期 2013-2019年、金利0％  ……………… 3,933　 3,172

　 日本政策投資銀行からの有担保借入金 　 　 　

　 　満期 2013-2018年、金利0.95％-2.20％  … 1,176　 945

　 合計 ……………………………………………… 123,170　 76,854

　 控除：１年以内返済予定分 …………………… △74,908　 △58,311

　 １年以内返済予定分控除後長期借入金 ……… 48,262　 18,543

<社債> 無担保普通社債 　 　 　

　 　満期 2014年、金利1.51％  ………………… 10,000　 10,000

　 控除：１年以内償還予定分 …………………… ― 　 10,000

　 １年以内償還予定分控除後社債 ……………… 10,000　 ―
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８　リース契約

当社グループは、様々なキャピタルリース契約(主にセットトップボックス)及び解約不能なオペレー

ティングリース契約を締結しております。

キャピタルリースに係る設備の金額及び減価償却累計額は以下のとおりであります。

　 　 　 　 　(単位：百万円)

　 　
前連結会計年度末
2012年12月31日

　
当第２四半期連結会計期間末

2013年６月30日

伝送システム及び設備 ………………………　 84,916　 78,071

補助設備及び建物 ……………………………　 4,602　 4,333

控除：減価償却累計額 ………………………　 △50,307　 △47,972

　 　 39,211　 34,432

　

キャピタルリースの下での資産の減価償却費は四半期連結損益及び包括利益計算書の減価償却費に含ま

れております。

当第２四半期連結会計期間末における、キャピタルリース及び解約不能なオペレーティングリースの下

での将来の最低リース料は以下のとおりであります。

　 　 　 　 (単位：百万円)

　 　
キャピタル
リース

　
オペレーティング

リース

2013年 ………………………………………………………　 7,582　 1,251

2014年 ………………………………………………………　 12,723　 2,264

2015年 ………………………………………………………　 9,577　 1,136

2016年 ………………………………………………………　 5,945　 1,003

2017年 ………………………………………………………　 3,235　 736

2018年以降 …………………………………………………　 2,621　 1,762

最低リース料総額 …………………………………………… 　 41,683　 8,152

控除：金利相当額 …………………………………………… 　 △2,833　 　

最低リース料の現在価値 …………………………………… 　 38,850　 　

控除：１年以内支払予定分 ………………………………… 　 △13,201　 　

長期債務金額 ………………………………………………… 　 25,649　 　

　

当社グループの解約可能な賃貸借契約で賃借している事務所の賃料は、以下のとおりであります。
　

　 　　 　 　(単位：百万円)

　 　
前第２四半期連結累計期間
自 2012年１月１日
至 2012年６月30日

　
当第２四半期連結累計期間
自 2013年１月１日
至 2013年６月30日

番組・その他営業費用　………………………… 　 2,043　 1,886

販売費及び一般管理費　………………………… 　 156　 155

合計　……………………………………………… 　 2,199　 2,041

　

当社グループは特定の伝送設備及び電柱等の設備も解約可能なリース契約で賃借しております。

それらのリース料は以下のとおりであります。

　 　　 　 　(単位：百万円)

　 　
前第２四半期連結累計期間
自 2012年１月１日
至 2012年６月30日

　
当第２四半期連結累計期間
自 2013年１月１日 　　　　　
至 2013年６月30日

番組・その他営業費用　………………………… 　 5,454　 4,910

販売費及び一般管理費　………………………… 　 32　 19

合計  ……………………………………………… 　 5,486　 4,929
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９　金融商品の公正価値

「現金及び現金同等物」、「売掛金」、「短期借入金」及び「買掛金」等の流動性のある金融商品の公正

価値は、概ね帳簿価額と等しくなっております。

また、長期負債については以下のとおりであります。

　 　 　 　(単位：百万円)

　
前連結会計年度末
2012年12月31日

　
当第２四半期連結会計期間末

2013年６月30日

　 帳簿価額 　 公正価値 　 帳簿価額 　 公正価値

長期借入金(１年以内返済予定分を含む) … 118,109　 118,228　 73,117　 73,325

社債(１年以内償還予定分を含む) ………… 10,000　 10,156　 10,000　 10,120

　

公正価値は、満期までの期間及び信用リスクを加味した割引率を用いて将来キャッシュ・フローを割引

く方法により測定しております。なお、公正価値の測定において使用したインプットは、ASC820「公正価値

測定及び開示」に規定される公正価値のヒエラルキーにおいて、レベル２に該当すると結論付けておりま

す。

　

10 その他包括利益(損失)累計額から再分類された金額の表示

当第２四半期連結累計期間におけるその他包括利益(損失)累計額の構成要素別の変動の内訳は、以下の

とおりであります。

  　  　 (単位：百万円)

 
キャッシュ・
フロー・ヘッジ
未実現利益(損失)

　 為替換算調整額 　 合計

期首残高　…………………………………………………… 65 53 118

組替前のその他包括利益(損失)　……………………… 534　 61　 595

四半期純利益への組替修正額　………………………… △48　 ― 　 △48

その他包括利益(損失)－純額　…………………………… 486　 61　 547

非支配株主帰属その他包括利益(損失)－純額　………… △31　 ― 　 △31

四半期末残高　……………………………………………… 520　 114　 634

 

また、当第２四半期連結会計期間末におけるその他包括利益(損失)累計額からの組替修正額の内訳は、以

下のとおりであります。

　  　  (単位：百万円)

その他包括利益(損失)累計額

構成要素
　
四半期純利益への

組替修正額
　
連結損益計算書において

影響を受ける勘定科目

キャッシュ・フロー・ヘッジ未実現利益(損失)     

金利スワップ　………………………………………………………  249 支払利息－純額

為替予約　……………………………………………………………  △204 番組・その他営業費用等

為替予約　…………………………………………………………… 　 △122　関連会社株式売却益

  △77 税金等控除前

  29 法人税等

  △48 税金等控除後

四半期純利益への組替修正額　………………………………………  △48  
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11  配当に関する事項

(１) 配当金支払額

2013年３月27日開催の定時株主総会において、以下のとおり決議しております。

　
株式の種類　………………………………………… 　 普通株式

配当金の総額　……………………………………… 　 8,581百万円

１株当たり配当額　………………………………… 　 1,250円

基準日　……………………………………………… 　 2012年12月31日

効力発生日　………………………………………… 　  2013年３月28日

配当の原資　………………………………………… 　 利益剰余金

　

(２) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

  該当事項はありません。

　

12　連結キャッシュ・フロー計算書の補足情報

連結キャッシュ・フロー計算書の補足情報は以下のとおりであります。

　 　 　 　 　(単位：百万円)

　 　

前第２四半期連結累計期間
自 2012年１月１日
至 2012年６月30日

　

当第２四半期連結累計期間
自 2013年１月１日
至 2013年６月30日

現金支出額： 　 　 　 　

利息支払額 ………………………………………　 1,775　 1,489

法人税等支払額 …………………………………　 10,730　 17,550

　

13　契約義務

当社グループの番組供給事業会社は、著作権所有会社と番組放映権の取得に関する契約を締結しており

ます。また、当社は、グループ外の番組供給事業会社と番組供給契約を締結しております。これらは、一部の

契約において最低支払額を保証する条項が含まれております。

当社グループの番組供給事業会社は、委託放送事業者である子会社及び関連会社を通じて、個々のチャン

ネルが必要とする帯域幅に応じてトランスポンダー(衛星中継器)機能を利用する契約及び番組供給事業会

社の発信する信号を中継器に送信するためのアップリンク・サービス(送信サービス)の契約を衛星放送事

業者と締結しております。

当第２四半期連結会計期間末現在、当社グループが契約しているこれらの契約義務の合計金額は40,301

百万円であります。また、同連結会計期間末現在、当社は関連会社に代わり合計4,644百万円の為替予約の契

約をしております。

　

14　重要な後発事象

該当事項はありません。

　

　

　
　

EDINET提出書類

株式会社ジュピターテレコム(E04475)

四半期報告書

23/26



２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ジュピターテレコム(E04475)

四半期報告書

25/26



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

2013年８月13日

株式会社ジュピターテレコム

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 金　井　沢　治　　㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 山　田　　　真　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ジュピターテレコムの2013年１月１日から2013年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期
間(2013年４月１日から2013年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2013年１月１日から2013年６月
30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算
書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第95条の規定により米国
において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準(「四半期連結財務諸表注記１」参照)に準拠して四半
期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四
半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準(「四半期連結財務諸表注記１」参照)に準拠して、株式会社ジュピターテレ
コム及び連結子会社の2013年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び
第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
会計上の見積りの変更に記載されているとおり、第１四半期連結会計期間より、会社グループは、一部の有
形固定資産の耐用年数を変更している。
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注)  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。
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